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事業者： 法人であれば当該法人、個人企業であれば事業経営者を指し、法人であ

る会社自体が労働安全衛生法の定める措置を講じる責任を負わされます。 
 
総括安全衛生管理者： 労働安全衛生法上、常時 100 人以上の労働者を使用する産

業廃棄物処理業を含む清掃業の事業場で、事業全体の責任者から選任し、事

業場全体の安全衛生管理を統括したり、安全管理者、衛生管理者を指揮する

者です。 
 
安全管理者： 労働安全衛生法上、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場で選

任が義務づけられています。安全管理者に選任されるには、一定の資格（労

働安全衛生法第 11 条第１項、規則第５条）が必要です。安全管理者は、総

括安全管理者又は事業者を補佐する者で、安全管理業務のうち、技術的事項

を担当する者として位置づけられています。 
 
衛生管理者： 労働安全衛生法上、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場で選

任が義務づけられています。衛生管理者には、一定の資格（労働安全衛生法

第 12 条第１項、規則第 10 条）が必要です。衛生管理者は、総括安全管理者

又は事業者を補佐する者で、衛生管理業務のうち、技術的事項を担当する者

として位置づけられています。 
 
産業医： 労働安全衛生法上、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場で、資格

者（医師で一定の研修修了者等）からの選任が義務づけられています。産業

医は、労働者の健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持す

るための措置、労働者の健康障害の原因の調査と再発防止のための対策の樹

立等労働者の健康管理を行うこととしています。 
 
安全衛生推進者： 労働安全衛生法上、常時 10 人以上 50 人未満の労働者を使用す

る事業場で、資格者（一定の学歴と実務経験等）からの選任が義務づけられ

ています。 
 
安全委員会： 労働安全衛生法上、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場では、

危険防止の基本対策等を審議し労働者の意見を聴く場として安全委員会の設

置が義務づけられています。 
 
衛生委員会： 労働安全衛生法上、常時 50 人以上の労働者を使用する事業場では、

健康障害防止の基本対策等を審議し労働者の意見を聴く場として衛生委員会

の設置が義務づけられています。 

 


